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参考資料３

令和４年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）
～法務省の人権擁護機関の取組～

法務省の人権擁護機関は、人権侵犯事件調査処理規程（平成16年法務省訓令第２号）に
基づき、人権を侵害されたという方からの申告等を端緒に、その被害の救済及び予防に努
めている。
令和４年（暦年）における取組状況は、以下のとおりである。

【令和４年の主な特徴】
①�　令和４年において、新規に救済手続を開始した人権侵犯事件の数は、7,859件、
処理した人権侵犯事件の数は、7,627件であった。

②�　学校におけるいじめについて、新規に救済手続を開始した人権侵犯事件の数は、
1,047件であり、全体に占める割合は、13.3％であった。

③�　インターネット上の人権侵害情報について、新規に救済手続を開始した人権侵
犯事件の数は、1,721件であり、高水準で推移している。

１　人権侵犯事件数の動向
　⑴　新規救済手続開始件数

人権侵犯事件の新規救済手続開始件数の推移
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　⑵　処理件数

人権侵犯事件の処理件数の推移

　⑶　新規救済手続開始件数推移の動向・分析
人権侵犯事件の新規救済手続開始件数が減少した要因については、一概に判断す

ることは困難であるが、新型コロナウイルス感染症の影響により、人と人との接触
の機会が減少していたことに加え、事件の端緒となる人権相談に関し、対面型の人
権啓発活動を通じた相談窓口の周知を十分に行うことがここ数年の間、困難であっ
たことの影響が考えられる。
また、全体として件数が減少している中で、学校におけるいじめについての新規

救済手続開始件数が全体の13.3％を占めるほか、インターネット上の人権侵害情報に
ついての新規救済手続開始件数が依然として前年までと同じく高水準であることは
特徴的である。
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２　人権侵犯事件の種類別構成比の比較（新規救済手続開始件数）

プライバシー
侵害
1,462
18.6%

労働権関係
1,138
14.5%

学校における
いじめ
1,047
13.3%

暴行・虐待
1,003
12.8%

強制・強要
803
10.2%

住居・生活の
安全関係
606
7.7%

その他
1,800
22.9%

令和４年
新規開始件数
7,859件

令和４年

プライバシー
侵害
1,621
18.9%

労働権関係
1,318
15.4%

学校における
いじめ
1,169
13.6%

暴行・虐待
1,133
13.2%

強制・強要
853
9.9%

住居・生活の
安全関係
813
9.5%

その他
1,674
19.5%

令和３年
新規開始件数
8,581件

令和３年

　（参考）　人権相談の種類別構成比

住居・生活の
安全関係
18,531
11.6%

プライバシー侵害
9,289
5.8%

労働権関係
8,605
5.4%

強制・強要
7,143
4.5%

暴行・虐待
6,260
3.9%

学校におけるいじめ
5,885
3.7%

その他
104,151
65.1%

令和４年
相談件数
159,864件

令和４年

※構成比（％）は、合計100%とするため、端数処理している。
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３　インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件について
⑴　法務省の人権擁護機関の取組について
法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）では、全国の法務局において

人権相談に応じており、人権相談等を通じて人権侵害の疑いのある事案を認知した場合に
は、人権侵犯事件として調査を行い、事案に応じた適切な措置を講じている。
インターネット上の誹謗中傷等の被害を受けた方等からの相談を受けた場合には、相談

者の意向に応じて、当該誹謗中傷等の書き込みの削除依頼の方法等を助言したり、あるい
は、人権擁護機関において違法性を判断した上で、プロバイダ等に対して書き込みの削除
要請をするなどしている。
人権擁護機関に被害の相談があった場合の具体的な対応については、下図のとおりで

ある。

⑵　令和４年における人権侵犯事件の動向について
　○　新規救済手続開始件数
令和４年において、新規に救済手続を開始したインターネット上の人権侵害情報に関

する人権侵犯事件の数は、1,721件で、前年から15件減少したものの、引き続き高水準
で推移している。
このうち、プライバシー侵害事案が665件、識別情報の摘示事案が414件、名誉毀損事

案が346件となっており、これらの事案で全体の82.8％を占めている。
なお、人権侵犯事件数はプロバイダ等への削除要請件数ベースで集計しており、人権
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侵害情報の投稿数ではない（例えば、１つのプロバイダ等に対し、100の投稿の削除を
１回で要請した場合、１件として計上している。）。

346

414

1,721

665

令和４年

うち識別情報の摘示

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（新規開始）

　○　処理件数
令和４年において、処理したインターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件

の数は、1,600件となっており、前年から12件増加した。
当該事件の処理は、被害者に対しインターネット上の人権侵害情報を被害者自らが削

除依頼する方法を教示するなどの「援助」が半数近くを占めるが、人権擁護機関が違法
性を判断した上で、プロバイダ等に対し人権侵害情報の削除を求める「要請」を行った
件数は、533件であった。

インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（処理）
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　○　令和４年中に人権擁護機関が救済措置を講じた人権侵犯事件の例
・インターネット上の名誉感情侵害
被害者から、電子掲示板上で、在日外国人であると指摘されるとともに、在日外国

人という属性を理由として蔑称などを用いて侮辱する投稿が複数なされたとして、相
談があった事案である。
法務局が調査した結果、被害者を虫に例えたり、同人の存在を否定するなどの被害

者を侮辱する投稿が複数回にわたってなされていたことから、当該投稿は、被害者の
名誉感情を侵害するものであると認められた。
法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿

が削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

・インターネット上のプライバシー侵害
被害者から、電子掲示板上に、氏名とともに電話番号が投稿されているとして、相
談があった事案である。
法務局が調査した結果、一般に公開されていない被害者の電話番号等が電子掲示板

上に掲載されていたことから、当該投稿は、被害者のプライバシー権を侵害するもの
であると認められた。
法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿

が削除されるに至った。
� （措置：「要請」）

⑶　その他
インターネット上の人権侵害情報に関する相談や被害申告等に対応するため、法務局で
の面談による相談窓口のほか、電話（みんなの人権110番：0570-003-110）、インターネッ
ト（インターネット人権相談受付窓口：https://www.jinken.go.jp/）、SNS（LINE）など
でも相談に応じている。
また、インターネットによる被害を未然に防ぐため、「インターネット上の人権侵害を

なくそう」を強調事項の一つとして掲げ、各種人権啓発活動を実施しており、啓発動画「イ
ンターネットはヒトを傷つけるモノじゃない。」や、「インターネットと人権～加害者にも
被害者にもならないために～」等の啓発資料を法務省ホームページ（https://www.moj.
go.jp/JINKEN/jinken88.html）等で公開している。
加えて、青少年を中心に深刻化するインターネットによる人権侵害への取組として、中

学生などを対象に携帯電話会社の実施するスマホ・ケータイ安全教室と連携した人権教室
を実施するなどの人権啓発活動に取り組んでいる。
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※上記機関以外に、一般的な情報セキュリティ（主にウイルスや不正アクセス）に関する技術的な相談に対して
　アドバイスを提供する窓口としてIPA「情報セキュリティ安心相談窓口」があります。
※上記のほか、学校や地方公共団体にある相談窓口も活用してください。

インターネット上の書き込みなどに関する相談・通報窓口のご案内インターネット上の書き込みなどに関する相談・通報窓口のご案内

インターネット上の誹謗中傷やプライバシー侵害等のトラブルにあった

解決策について相談したい

どうしたらよいか
分からない

ネット上の
書き込み・画像を
削除したい

書き込んだ相手に
損害賠償を
求めたい

身の危険を感じている／
脅迫されている・犯人の捜査、

処罰を求めたい

www.mhlw.go.jp/mamorouyokokoro

悩みや不安について話をしたい 違法薬物の販売情報、
違法なわいせつ画像、

児童ポルノ、
爆発物・銃砲等の製造、
殺人や強盗等の犯罪行為の

請負・仲介・誘引、
自殺の誘引・勧誘などを

通報したい

インターネット上の違法・
有害情報を見つけた

まもろうよこころ（厚生労働省）まもろうよこころ（厚生労働省）

生きるのがつらいほどの悩みや不安を抱えている方に
対して、気軽に相談できる窓口を紹介しています。

心のSOS

www.npa.go.jp/cyber/
soudan.html

警察または居住地の
サイバー犯罪相談窓口
警察または居住地の
サイバー犯罪相談窓口

弁護士弁護士
サイバー犯罪の情報提供、相談窓口

www.houterasu.or.jp0570-078374

法テラス法テラス法的トラブル解決のための「総合案内所」

問合せ内容に応じて解決に役立つ法制度や相談窓
口に関する情報を案内します。経済的に余裕のな
い方を対象に無料の法律相
談や弁護士費用等を立て替
える制度があります
(要件確認あり)。

www.ihaho.jp

違法・有害情報
相談センター
(総務省)

違法・有害情報
相談センター
(総務省)

迅速な助言

相談者自身で行う削除依頼
の方法などを迅速にアドバイ
スします。インターネットに関
する技術や制度等の専門知
識や経験を有する相談員が、
人権侵害に限らず、様々な事
案に対して幅広にアドバイス
します。

またはまたは

www.jinken.go.jp
0570-003-110

人権相談
（法務省）
人権相談
（法務省）

削除要請・助言

相談者自身で行う削除依頼の
方法などの助言に加え、法務局
が事案に応じてプロバイダ等に
対する削除要請(※)を行います。
※削除要請は専門的な知見を有する
法務局が違法性を
判断した上で行う
ものでありこの判
断には時間を要す
る場合があります。

www.saferinternet.or.jp/
bullying/

誹謗中傷
ホットライン
誹謗中傷
ホットライン

プロバイダへの連絡

インターネット上の誹謗中傷
について連絡を受け付け、一
定の基準に該当すると判断し
たものについては、国内外の
プロバイダに各社の利用規約
等に沿った対応を促す連絡を
行います。

www.safe-line.jp

セーフラインセーフライン

迅速な削除の要請

インターネット上の違法情報や
有害情報の通報を受け付け、
国内外のサイトへの削除の要
請や、警察等への通報を行い
ます。リベンジポルノの被害に
遭われた方、いじめの動画像
の通報も受け付けています。

www.internethotline.jp

インターネット・
ホットライン

センター(警察庁)

インターネット・
ホットライン

センター(警察庁)

サイトへの削除依頼

インターネット上の違法情報
及び重要犯罪密接関連情報、
自殺誘引等情報の通報を受
け付け、ガイドラインに基づ
いて該当性の判断を行い、警
察への情報提供とサイトへの
削除依頼をします。

人権イメージキャラクター
人KENまもる君

セーファー
インターネット

協会

ネットトラブルの
専門家に
相談したい

人権問題の専門機関に
相談したい

プロバイダ等に削除を
促してほしい（民間機関）

有害情報も
通報したい
（民間機関）

左記マーク以外は各機関のWebフォームから相談対面 電話 メール チャット SNS
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４　令和４年中に法務省の人権擁護機関が救済措置を講じた具体的事例
【こども関係】
（いじめ）
事例１　小学校におけるいじめ
小学生の児童が、同級生から、吃音をからかわれるなどのいじめを受けていたにもか

かわらず、学校が十分な対応を行なっていないことにより、不登校を余儀なくされてい
るとして、当該児童の親から相談があった事案である。
法務局が調査した結果、担任教諭が、当該児童から複数回相談を受けていたにもかか

わらず、学校長に報告しなかったため、学校における対応が適切に行われず、当該児童
に対するいじめが続いたことが認められた。
法務局は、学校長に対し、いじめによる被害防止に向けた取組に一層努めるよう要請

した。� （措置：「要請」）

事例２　中学校におけるいじめ
中学生の生徒が、同級生から、下校時に待ち伏せをされる、悪口を言われるというい
じめを受けていたにもかかわらず、学校が十分な対応を行なっていないとして、当該生
徒の親から相談があった事案である。
法務局が調査した結果、学校は、当該生徒からいじめの訴えがあった都度、当該いじ

めに係る調査を行っていたものの、そのような対応が、当該生徒及びその親に適切に伝
わっていない可能性があることが認められた。
法務局が、両者の話合いの場を設けたところ、両者の相互理解が深まり関係が改善さ

れるとともに、当該生徒への見守りが継続されることとなった。� （措置：「調整」）

（虐待）
事例３　小学生に対する虐待

小学生の児童が、親から、執拗に謝罪することを強要されるなどの虐待を受けている
として、「こどもの人権SOSミニレター」による相談があった事案である。
法務局は、当該児童が通う学校へ情報提供を行うとともに、児童相談所に対する通告

を行った。
その結果、関係機関による当該児童への見守り体制を構築することができた。
� （措置：「援助」）

事例４　中学生に対する虐待
中学生の生徒が、親から、殴られるなどの暴行を受けており、児童相談所への保護を
求めて交番に行きたいとして、「LINEじんけん相談」に相談があった事案である。
法務局は、直ちに、当該生徒の最寄りの警察署及び児童相談所に対し、情報を提供す
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るとともに、対応を依頼した。
その結果、当該生徒は、警察に保護された後、児童相談所の施設に入所することとな

り、当該生徒の安全を速やかに確保することができた。� （措置：「援助」）

（学校の指導）
事例５　小学校における不十分な指導

こどもが通学する小学校において、同級生が乱暴な行為をしていることに対し、学校
が十分な対応をしていないとして、保護者から相談があった事案である。
法務局が調査した結果、学校は、当該同級生への対応を行っているところであり、今

後は当該保護者にも当該対応等を説明していきたいと考えていることが判明した。
法務局が、学校に対し、当該保護者の当該いじめ対応に係る要望を伝えるとともに、

当該保護者に対し、学校の対応等を説明したところ、保護者はこれに理解を示し、両者
の信頼関係が構築された。� （措置：「調整」）

【強制・強要関係】
（セクシュアル・ハラスメント）
事例６　講師による受講者に対するセクシュアル・ハラスメント

研修の受講者が、講師から、研修中に性的な発言を受けたとして、相談があった事案
である。
法務局が調査した結果、研修中に、講師が当該受講者に対し、性的な発言を行ったこ

とが認められた。
法務局は、講師に対し、当該発言が当該受講者の意に反する性的な言動であって、セ

クシュアル・ハラスメントに該当することを指摘するとともに、人権尊重の理念等を説
明したところ、講師からは反省の意が示された。� （措置：「啓発」）

（パワー・ハラスメント）
事例７　職場の上司から部下に対するパワー・ハラスメント

被用者が、上司から、事務以外の用途として供されていた場所において、一人で勤務
するよう人事異動を命じられたことに対し、勤務先との話合いを求めていたにもかかわ
らず、机を搬出され、強制的に勤務場所を変更させられたとして、相談があった事案で
ある。
法務局が調査した結果、被用者に対する当該命令は、合理的な理由なく行われたもの

であり、当該被用者を職場の人間関係から切り離すことにより、被用者に精神的苦痛を
与えたものであって、パワー・ハラスメントに該当するものであることが認められた。
法務局は、当該上司に対し、良好な就業環境を維持すべき立場であったにもかかわら

ず、当該行為を行ったことは人権擁護上看過できないとして、その行為の不当性を自戒
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することを求めるとともに、パワー・ハラスメントについての理解を深め、今後、同様
の行為を行うことのないよう説示した。� （措置：「説示」）

（DV）
事例８　夫から妻に対する暴力・暴言

夫から暴力等を受けている妻を一次的に保護しているとして、人権擁護委員から相談
があった事案である。
法務局が調査した結果、妻が夫に対して強い恐怖心を抱いていることが認められたこ

とから、速やかに婦人相談所に情報提供を行い、必要な措置を求めた。
その結果、妻及びそのこどもは、婦人相談所に保護され、安全が確保されるとともに、

関係機関による情報共有が図られ、妻らに対する支援体制を構築することができた。
� （措置：「援助」）

（ストーカー）
事例９　中学生に対する嫌がらせ行為

中学生の生徒が、同級生及びその家族から、嫌がらせを受けているとして、当該生徒
の親から、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、警察が当該同級生らに警告を行っていることや、当該生徒ら

から通報があった場合にはすぐに警察官が駆け付ける態勢が執られていることが認めら
れた。
法務局は、当該生徒の親に対し、上記警察の対応状況を伝えた上で、当該同級生らと

の話合いの方法等について助言したところ、当該生徒の親はこれに理解を示した。
� （措置：「援助」）

【差別待遇関係】
事例10　外国人に対するレンタルバイクの貸出し拒否

外国人が、レンタルバイク店から、外国人であることを理由にバイクの貸出しを拒否
されたとして、「インターネット人権相談受付窓口」に相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該店舗は、外国人に対し、一律に貸出しを拒否する運用を

行っていたことが認められたが、調査を行う中で、当該運用が外国人に対する不当な差
別に該当する可能性があることを理解し、当該運用の見直しを行った。
法務局は、当該外国人に対し、当該店舗の運用の見直しについて伝えたところ、当該

外国人はこれに理解を示した。� （措置：「調整」）

事例11　外国人に対する差別的発言
外国人が、外国人であることを理由に本国に帰るべきであるなどと差別的な発言をさ



37資-37

参
考
資
料

れたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該発言は、当該外国人に向けられたものであるとまでは認

められなかった。
そこで、法務局は、当該発言が行われた地域において、人権尊重の理念等を周知する

ため、「ヘイトスピーチ、許さない。」のポスターを公共施設に掲示する等の啓発活動を
行った。� （措置：「啓発」）

事例12　患者に対する公衆浴場の利用拒否
（感染症ではない）皮膚疾患により発疹が出ていた公衆浴場の利用者が、当該公衆浴
場の従業員から、他の利用客が嫌がっているため今後は来ないでほしい旨の発言をされ
たとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該従業員から当該言動があったことや、当該公衆浴場にお

いて、当該利用者の入浴を拒否することができる法的な根拠はないことが認められた。
法務局は、当該公衆浴場に対し、公共性を有する公衆浴場において、当該利用者の外

見を他の利用者らが嫌がっているという事情のみをもって入浴を拒否することは、営業
の自由の範囲を超えた、当該利用者への不合理な偏見・差別であり、人権擁護上看過で
きないとして、今後、同様の対応を行うことがないよう説示した。� （措置：「説示」）

事例13　同和問題に関する差別的発言
近隣住民から、継続的に、部落民、部落へ帰れなどの同和問題に関する差別的な発言
を受けたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該近隣住民が同趣旨の発言を行ったことが認められ、その

調査中において、当該近隣住民は、今後、そのような言動は行わないと述べた。
法務局は、当該近隣住民に対し、当該発言は他人の人権や尊厳を傷つけるものであり、

同和問題に対する理解と認識を欠いたものであって、人権擁護上看過できないものであ
るとして、基本的人権尊重の理念及び同和問題について正しい理解と認識を深め、今後、
同様の行為を行うことのないよう説示した。� （措置：「説示」）

【インターネット上の人権侵害情報関係】
事例14　インターネット上の名誉感情侵害

被害者から、電子掲示板上で、在日外国人であると指摘されるとともに、在日外国人
という属性を理由として蔑称などを用いて侮辱する投稿が複数なされたとして、相談が
あった事案である。
法務局が調査した結果、被害者を虫に例えたり、同人の存在を否定するなどの被害者

を侮辱する投稿が複数回にわたってなされていたことから、当該投稿は、被害者の名誉
感情を侵害するものであると認められた。
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法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿
が削除されるに至った。� （措置：「要請」）

事例15　インターネット上のプライバシー侵害
被害者から、電子掲示板上に、氏名とともに電話番号が投稿されているとして、相
談があった事案である。
法務局が調査した結果、一般に公開されていない被害者の電話番号等が電子掲示板

上に掲載されていたことから、当該投稿は、被害者のプライバシー権を侵害するもの
であると認められた。
法務局から、サイト管理者に対し、当該投稿の削除要請を行ったところ、当該投稿

が削除されるに至った。� （措置：「要請」）
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５　「人権侵犯事件」統計資料（令和４年）５ 「人権侵犯事件」統計資料（令和４年） 

中止 移送 啓発

総　合　計 8,644 785 7,859 4,882 2,516 1 336 87 37 7,627 6,415 18 549 62 - - - 5 6 434 87 10 37 41 1,017

公 務 員 等 の 職 務 執 行 に 伴 う 侵 犯 事 件

1,836 75 1,761 989 747 - 2 21 2 1,701 1,564 3 15 12 - - - 1 1 102 6 5 2 7 135

特別公務員に関するもの

警察官に関するもの 51 3 48 35 12 - - 1 - 47 40 - - - - - - - - 7 - - - - 4

その他の特別公務員に関するもの 4 - 4 3 1 - - - - 4 4 - - - - - - - - - - - - - -

教育職員関係

体罰 78 3 75 33 27 - 2 13 - 70 54 - 6 6 - - - - - 9 - 1 - - 8

その他 404 24 380 255 118 - - 7 - 381 337 1 6 6 - - - 1 - 32 3 1 - 2 23

学校におけるいじめ 1,065 18 1,047 482 565 - - - - 1,047 1,027 1 3 - - - - - - 9 2 3 - 2 18

刑務職員関係 86 17 69 67 2 - - - - 33 9 - - - - - - - - 24 - - - - 53

その他の公務員に関するもの

国家公務員に関するもの 19 2 17 12 3 - - - 2 17 9 1 - - - - - - - 5 - - 2 1 2

地方公務員に関するもの 113 7 106 90 16 - - - - 92 75 - - - - - - - 1 15 1 - - 1 21

その他 16 1 15 12 3 - - - - 10 9 - - - - - - - - 1 - - - 1 6

私　人　間　の　侵　犯　事　件

6,808 710 6,098 3,893 1,769 1 334 66 35 5,926 4,851 15 534 50 - - - 4 5 332 81 5 35 34 882

人身売買 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

売春関係 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

児童ポルノ 11 - 11 8 3 - - - - 11 11 - - - - - - - - - - - - - -

暴行・虐待

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 354 - 354 163 190 1 - - - 354 354 - - - - - - - - - - - - - -

妻の夫に対するもの 20 - 20 13 7 - - - - 20 19 - - - - - - - - 1 - - - - -

親の子に対するもの 313 7 306 211 95 - - - - 309 307 - - 1 - - - - - 1 - - - - 4

子の親に対するもの 62 - 62 28 34 - - - - 61 61 - - - - - - - - - - - - - 1

その他 90 - 90 45 44 - - 1 - 90 89 - - - - - - - 1 - - - - - -

家族間以外のもの 175 4 171 104 67 - - - - 169 161 - - - - - - - - 6 1 - - 1 6

私的制裁 2 - 2 2 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - 1

医療関係 64 - 64 50 11 - - 3 - 60 56 1 - - - - - - - 3 - - - - 4

人身の自由関係

26 2 24 19 4 - - 1 - 23 21 - - - - - - - - 2 - - - - 3

その他 7 - 7 6 1 - - - - 7 6 - - - - - - - 1 - - - - - -

社会福祉施設関係

施設職員によるもの 61 2 59 44 11 - - 4 - 45 39 - 1 1 - - - 1 - 4 - - - 1 16

その他 17 2 15 12 3 - - - - 15 13 - - - - - - - 1 1 - - - - 2

村八分 7 - 7 5 2 - - - - 5 3 - - - - - - - - 2 - - - - 2

差別待遇

女性 24 - 24 11 11 - - 2 - 23 20 - - - - - - - - 1 - - - 2 1

高齢者 17 - 17 11 6 - - - - 14 14 - - - - - - - - - - - - - 3

障害者 115 8 107 82 24 - - 1 - 97 82 1 - 1 - - - - - 12 - - - 2 18

同和問題 712 279 433 21 1 - 326 50 35 406 11 - 260 43 - - - - - 52 - - 35 5 306

アイヌの人々 1 - 1 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

外国人 51 4 47 28 11 - 7 1 - 47 31 1 1 1 - - - - - 9 1 - - 8 4

疾病患者 52 3 49 42 7 - - - - 49 43 - - 1 - - - - - 4 1 - - - 3

刑を終えた人々 5 1 4 3 1 - - - - 5 4 - - - - - - - - 1 - - - - -

ホームレス - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向 3 - 3 3 - - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - -

性自認 6 - 6 5 1 - - - - 6 6 - - - - - - - - - - - - - -

その他 115 7 108 79 29 - - - - 101 84 3 - - - - - - - 13 - - - 3 14

参政権関係 2 - 2 2 - - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

プライバシー関係

報道機関 2 - 2 - 2 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

インターネット 1,395 308 1,087 999 86 - 1 1 - 1,078 644 1 237 - - - - - - 126 65 5 - - 317

私事性的画像記録 205 42 163 156 7 - - - - 77 33 - 35 - - - - - - 3 6 - - - 128

相隣間 60 3 57 35 22 - - - - 58 54 1 - - - - - 1 - 2 - - - 2 2

その他 163 10 153 114 38 - - 1 - 153 115 1 - 1 - - - 1 - 29 4 - - 4 10

集会，結社及び表現の自由関係 1 - 1 1 - - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

信教の自由関係 5 - 5 3 2 - - - - 5 5 - - - - - - - - - - - - - -

教育を受ける権利関係 1 - 1 - 1 - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

労働権関係

不当労働行為 6 1 5 1 4 - - - - 6 5 - - - - - - - - 1 - - - - -

労働基準法違反 35 - 35 18 16 - - 1 - 35 35 - - - - - - - - - - - - - -

その他 1,114 16 1,098 738 360 - - - - 1,093 1,056 1 - 1 - - - - - 32 3 - - 5 21

住居・生活の安全関係

自力執行 2 - 2 - 2 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

相隣間

小公害 87 2 85 40 45 - - - - 87 83 2 - - - - - - - 2 - - - - -

その他 284 2 282 117 165 - - - - 281 274 - - - - - - - - 7 - - - - 3

公害 4 - 4 3 1 - - - - 3 3 - - - - - - - - - - - - - 1

不動産 72 - 72 48 24 - - - - 72 72 - - - - - - - - - - - - - -

その他 161 - 161 82 79 - - - - 158 154 1 - - - - - - - 3 - - - - 3

強制・強要

家族間におけるもの

夫の妻に対するもの 111 - 111 58 53 - - - - 111 111 - - - - - - - - - - - - - -

妻の夫に対するもの 15 - 15 7 8 - - - - 15 14 - - - - - - - - 1 - - - - -

親の子に対するもの 65 - 65 37 28 - - - - 64 64 - - - - - - - - - - - - - 1

子の親に対するもの 24 - 24 11 13 - - - - 24 23 - - - - - - - - 1 - - - - -

その他 77 - 77 37 40 - - - - 77 77 - - - - - - - - - - - - - -

セクシュアル・ハラスメント 209 2 207 138 69 - - - - 207 202 - - - - - - 1 - 4 - - - 1 2

ストーカー 97 - 97 60 37 - - - - 97 97 - - - - - - - - - - - - - -

ホームレスに対するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性的指向に対するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

性自認に対するもの - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

その他 210 3 207 132 75 - - - - 204 195 2 - - - - - - - 7 - - - - 6

組織又は多衆の威力関係 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

交通事故 1 - 1 - 1 - - - - 1 1 - - - - - - - - - - - - - -

犯罪被害者 2 - 2 1 1 - - - - 2 2 - - - - - - - - - - - - - -

その他 86 2 84 58 26 - - - - 86 82 - - - - - - - 2 2 - - - - -

件　　　　　　　名

告発
計

北朝鮮当局によって拉致された被害者等

に対するもの

精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律関係

総数 旧受
申 告

職員受

総　計

計

  措             置

新　受

説示援助

侵犯
事実
不明
確

勧告委員受 調整 通告

侵犯
事実
不存
在

要請

人権擁
護委員
の通報

処　理

総　計

未済関係行
政機関
の通報

情報 移送
措置
猶予

打切
り
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６　外国人の人権をめぐる取組状況について
⑴　令和４年の動向
我が国に在留する外国人は、令和４年６月末現在で約296万人iであるところ、言語、宗教、

習慣等の違いから、外国人をめぐって様々な人権問題が発生しており、ヘイトスピーチや、
ロシアによるウクライナ侵略をめぐる在日ロシア人等に対する誹謗中傷など、社会の耳目
を集める問題が発生した。

⑵　法務省の人権擁護機関の取組
ア　啓発・広報

法務省の人権擁護機関（以下「人権擁護機関」という。）においては、「外国人の人
権を尊重しよう」を強調事項の一つとして掲げ、各種の人権啓発活動を実施している
ほか（https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00101.html）、「ヘイトスピーチ、
許さない。」をテーマに掲げ、ヘイトスピーチの解消に向けた様々な人権啓発活動を
実施している（https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00108.html）。

人権啓発動画
「『誰か』のこと　じゃない。」外国人編

人権啓発スポット映像
「ヘイトスピーチ、許さない。」インターネット編

イ　人権相談
人権擁護機関においては、日本語を自由に話すことのできない方からの人権相談も

幅広く受け付けており、全国の法務局等に以下の相談窓口を設置し、相談対応を行っ
ている。
・外国人のための人権相談所（窓口における相談、約80言語対応）
・外国語人権相談ダイヤル（電話による相談、10言語ii対応）
・�外国語インターネット人権相談受付窓口（インターネットメールによる相談、10
言語ii対応）

i　令和４年10月14日出入国在留管理庁報道発表「令和４年６月末現在における在留外国人数について」

ii　英語、中国語、韓国語、タイ語、フィリピノ語、ポルトガル語、ベトナム語、スペイン語、イン

ドネシア語及びタイ語の10言語
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ウ　調査救済
人権相談等を通じて、外国人であることを理由とした差別等の人権侵害の疑いのあ

る事案を認知した場合には、人権侵犯事件として調査救済手続を開始し、被害の救済
に取り組んでいる。
ア　新規救済手続開始件数

令和４年において、新規に救済手続を開始した外国人に対する差別待遇に関する
人権侵犯事件の数は、47件であった。

イ　処理件数
令和４年中において、処理した外国人に対する差別待遇に関する人権侵犯事件の

数は、47件であった。
処理内訳別にみると、関係行政機関等への紹介や具体的な助言などを行う「援助」

が31件で66％を占めており、このほか、「啓発」が８件などとなっている。
ウ　令和４年中に人権擁護機関が救済措置を講じた人権侵犯事件の例
・外国人に対する差別的発言
外国人が、外国人であることを理由に本国に帰るべきであるなどと差別的な発言

をされたとして、相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該発言は、当該外国人に向けられたものであるとまで

は認められなかった。
そこで、法務局は、当該発言が行われた地域において、人権尊重の理念等を周知

するため、「ヘイトスピーチ、許さない。」のポスターを公共施設に掲示する等の啓
発活動を行った。� （措置：「啓発」）

・外国人に対するレンタルバイクの貸出し拒否
外国人が、レンタルバイク店から、外国人であることを理由にバイクの貸出しを
拒否されたとして、「インターネット人権相談受付窓口」に相談があった事案である。
法務局が調査した結果、当該店舗は、外国人に対し、一律に貸出しを拒否する運

用を行っていたことが認められたが、調査を行う中で、当該運用が外国人に対する
不当な差別に該当する可能性があることを理解し、当該運用の見直しを行った。
法務局は、当該外国人に対し、当該店舗の運用の見直しについて伝えたところ、

当該外国人はこれに理解を示した。� （措置：「調整」）
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参考資料掲載アドレス一覧（令和５年４月現在）

参考資料 アドレス

人権教育・啓発に関する基本計画
（平成14年３月15日閣議決定（策定）、平成23年４月１日閣議決定
（一部変更））

https://www.moj.go.jp/JINKEN/
JINKEN83/jinken83.html

「人権教育のための国連10年」に関する国内行動計画
（平成９年７月４日人権教育のための国連10年推進本部）

https://www.mext.go.jp/b_menu/
shingi/chousa/shotou/024/report/
attach/1370664.htm

世界人権宣言
（昭和23年12月10日第３回国際連合総会採択）

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/
udhr/

「人権尊重の理念に関する国民相互の理解を深めるための教育及び
啓発に関する施策の総合的な推進に関する基本的事項について」
（平成11年７月29日人権擁護推進審議会答申）

https://www.moj.go.jp/shingi1/
shingi_990729-2.html

（公財）人権教育啓発推進センター http://www.jinken.or.jp/

都道府県人権擁護委員連合会一覧表 https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken125.html

人権擁護委員協議会一覧表 https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken126.html

常設人権相談所（みんなの人権110番）
0570-003-110

https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken20.html

女性の人権ホットライン
0570-070-810

https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken108.html

配偶者暴力相談支援センター https://www.gender.go.jp/policy/
no_violence/e-vaw/soudankikan/01.html

DV相談プラス https://soudanplus.jp/

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター
（全国共通短縮番号　♯8891（はやくワンストップ）、
性暴力被害者のための夜間休日コールセンター）

https://www.gender.go.jp/policy/
no_violence/seibouryoku/consult.html

性暴力に関するSNS相談Cure time（キュアタイム） https://curetime.jp/

都道府県労働局所在地一覧 https://www.mhlw.go.jp/
kouseiroudoushou/shozaiannai/
roudoukyoku/index.html

こどもの人権110番
0120-007-110

https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken112.html

全国児童相談所一覧 https://www.mhlw.go.jp/stf/
seisakunitsuite/bunya/kodomo/
kodomo_kosodate/zisouichiran.html

外国人のための人権相談
0570-090911

https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken21.html

インターネット人権相談受付窓口 https://www.jinken.go.jp/

令和４年における「人権侵犯事件」の状況について（概要） https://www.moj.go.jp/JINKEN/
jinken03_00215.html
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いじめの防止等に関する普及啓発協議会 
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いじめの防止等のための基本的な方針（国

のいじめ防止基本方針）���  25, 26, 96

いじめ防止対策協議会��������25

いじめ防止対策推進法�はじめに, 3, 25-27, 

84

一般社団法人ソーシャルメディア利用環境

整備機構��������������84

生命（いのち）の安全教育��� 4, 31-33

違法・有害情報相談センター��� 82, 83

違法・有害情報への対応等に関する契約約

款モデル条項������������83

医療的ケア看護職員���������47
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関するガイドライン���������83

インターネット人権相談受付窓口（SOS-e
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インターネットトラブル事例集����82

ウクライナ避難民����������65

ウポポイ（民族共生象徴空間）����� 57

えせ同和行為������ 55, 56, 123, 124

オレンジリボン運動���������29

外国語インターネット人権相談受付窓口 
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外国人材������������ 64, 65
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肝炎����������� 67-69, 71, 118

危機的な状況にある言語・方言サミット 
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企業と人権����� 18, 45, 55, 60, 91, 98
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共同参画（男女共同参画の総合情報誌） 
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刑法等の一部を改正する法律�����81

憲法（日本国憲法）���  はじめに, 5, 6, 16,  

37, 102, 114

公正採用選考人権啓発推進員�� 54, 110

幸福の黄色い羽根����������76

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員

定数の標準に関する法律�������63

高齢社会対策大綱����������42

高齢社会フォーラム���������42
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持続可能な開発目標（SDGs）���� 96, 98

市町村障害者虐待防止センター����50

知って、肝炎プロジェクト���� 68, 69

児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制

及び処罰並びに児童の保護等に関する法

律�����������������31

児童虐待等要保護事例の検証に関する専門

委員会���������������29

児童虐待とたたかう法務省プロジェクト

チーム���������������30

児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待

防止法）������������  28-30

こ

さ

し

人権教育・啓発白書_2023_@CS6_索引.indd   45 2023/06/22   13:21:20



46資-46

児童虐待への対応のポイント�����30
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人権教育の指導方法等の在り方について 

������������������ 2

人権教室�� 11, 23, 24, 30, 40, 46, 81, 109

人権啓発活動地方委託事業������13

人権啓発活動中央委託事業������12

人権啓発活動ネットワーク協議会�� 13,  

109

人権啓発指導者養成研修会� 13, 105, 110, 

111

人権週間������� 10, 11, 13, 81, 108

人権デー��������������10

人権デュー・ディリジェンス�� 14, 96-98

人権に関する国家公務員等研修会�� 13,  

104

人権の花運動�������� 11, 13, 23

人権の擁護（啓発冊子）���  45, 105, 108

人権ユニバーサル事業��� 13, 110, 111

人権擁護委員� はじめに, 8, 10-13, 17, 23,  

30, 46, 98, 108-110, 116, 117

人権擁護委員の日������� 10, 108

人権擁護委員法��������� 8, 10

人権擁護功労賞�����������12

人権擁護に関する世論調査����� 114

人権ライブラリー������� 13, 111

人種差別撤廃条約（あらゆる形態の人種差

別の撤廃に関する国際条約）���  60, 61

人身取引対策行動計画������ 92, 94

人身取引対策に関する政府協議調査団�93

人身取引対策に伴う査証審査厳格化措置 

������������������93

身体障害者補助犬法���������46

森林組合法�������������19

水産業協同組合法����������19

ストーカー事案及び配偶者からの暴力事案

等への対応状況について�������22

スポーツ組織と（の）連携・協力� 13, 23, 

109

スマホ・ケータイ安全教室��� 81, 109

青少年が安全に安心してインターネットを

利用できるようにするための施策に関す

る基本的な計画�����������84

精神保健福祉普及運動��������46

性的マイノリティ��� 4, 7, 26, 90-92, 118

生徒指導提要���������� 2-4, 91

性犯罪・性暴力対策の強化の方針���31

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストッ

プ支援センター（ワンストップ支援セン

ター）��������������� 20

す

せ
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性暴力被害者のための夜間休日コールセン

ター「#8891（はやくワンストップ）」��20

性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会

の形成に資するために性行為映像制作物

への出演に係る被害の防止を図り及び出

演者の救済に資するための出演契約等に

関する特則等に関する法律（AV出演被

害防止・救済法）��������  21, 32

世界エイズデー�����������67

世界自閉症啓発デー������� 48, 49

世界メンタルヘルスデー����� 46, 47

責任あるサプライチェーン等における人権

尊重のためのガイドライン������97

全国いじめ問題子供サミット�����26

全国一斉「こどもの人権110番」強化週間 

������������������35

全国一斉「女性の人権ホットライン」強化

週間����������������21

全国障害者技能競技大会（アビリンピッ

ク）���������������� 50

全国中学生人権作文コンテスト�� 10, 11,  

23, 24

先住民族の権利に関する国際連合宣言�57

戦地軍隊における傷病者の状態の改善に関

する条約（ジュネーヴ条約）����  104

体罰������ 4, 23, 27-29, 35, 119, 120

多様性と調和������������90

「誰か」のこと　じゃない。���  9, 18, 24,  

41, 45, 46, 53, 60, 61, 70, 71, 81

誰一人取り残さない������� 96, 97

男女共同参画基本計画������ 16, 19

男女共同参画社会基本法�������16

男女共同参画週間����������17

男女共同参画白書����������18

男女雇用機会均等法（雇用の分野における

男女の均等な機会及び待遇の確保等に関

する法律）�����������  16, 92

超福祉の学校������������48

東京オリンピック競技大会・東京パラリン

ピック競技大会��������� 44, 90

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の

制限及び発信者情報の開示に関する法律

（プロバイダ責任制限法）����� 82, 83

特別支援学校設置基準��������47

特別支援教育支援員���������47

都道府県障害者権利擁護センター���50

共に学び、生きる共生社会コンファレンス 

������������������48

24時間子供SOSダイヤル��������27

日本語教育の推進に関する施策を総合的か

た

ち

と

に
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つ効果的に推進するための基本的な方針 

������������������63

日本国憲法（憲法）���  はじめに, 5, 6, 16,  

37, 102, 114

日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等

に関する調査������������60

日本語指導が必要な（児童）生徒を対象と

した「特別の教育課程」�����  63, 64

日本司法支援センター（法テラス）��  33,  

40, 111

認知症施策推進大綱���������41

認知症バリアフリー宣言制度�����42

農山漁村女性の日����������19

ハーグ条約（国際的な子の奪取の民事上の

側面に関する条約）��������  105

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

等に関する法律�����������16

配偶者暴力相談支援センター��� 20, 21

発達障害啓発週間����������48

発達障害者支援法の一部を改正する法律 

������������������49

発達障害情報・支援センター�����49

発達障害ナビポータル��������49

ハラスメント� 16, 18, 19, 27, 28, 70, 92, 99, 

100, 102, 116, 118, 119

バリアフリー�������� 42, 46, 47

春のあんしんネット・新学期一斉行動 

���������������� 24, 82

犯罪被害者週間�����������78

犯罪被害者等基本計画��������78

犯罪被害者等基本法���������78

ハンセン病家族国家賠償請求訴訟� 72, 74

「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟」の熊

本地方裁判所判決を受けて公表した内閣

総理大臣談話（令和元年総理談話） 

���������������� 72, 74

ハンセン病家族国家賠償請求訴訟を踏まえ

た人権教育推進検討チーム������74

ハンセン病に係る偏見差別の解消に向けた

協議����������������72

ハンセン病に係る偏見差別の解消のための

施策検討会�������������72

ハンセン病問題に関する「親と子のシンポ

ジウム」����������  13, 74, 75

ハンセン病問題に関するシンポジウム�73

ハンセン病療養所入所者等に対する補償金

の支給等に関する法律��������73

ビジネスと人権������ 13, 14, 96-99

部活動での指導のガイドライン����27

部落差別の解消の推進に関する法律（部落

の

は

ひ

ふ
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差別解消推進法）������  7, 53, 122

部落差別の実態に係る調査結果報告書�53

武力攻撃事態及び存立危機事態における捕

虜等の取扱いに関する法律����� 104

プロバイダ責任制限法（特定電気通信役務

提供者の損害賠償責任の制限及び発信者

情報の開示に関する法律）����  82, 83

プロバイダ責任制限法名誉毀損・プライバ

シー関係ガイドライン��������83

文化財保護法������������58

ヘイトスピーチ解消法（本邦外出身者に対

する不当な差別的言動の解消に向けた取

組の推進に関する法律）����  7, 60-62

法テラス（日本司法支援センター）��  33,  

40, 111

法務省児童虐待防止対策強化プラン��30

ホームレスの自立の支援等に関する基本方

針�����������������90

ホームレスの自立の支援等に関する特別措

置法����������������90

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消に向けた取組の推進に関する法律

（ヘイトスピーチ解消法）���� 7, 60-62

みんなの人権110番��������  43, 52

みんなのメンタルヘルス�������46

民法����������� 28, 29, 33, 34

民法等の一部を改正する法律��� 29, 34

無戸籍������������� 33, 34

ユニバーサル社会������� 44, 111

ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の

総合的かつ一体的な推進に関する法律 

������������������44

ユニバーサルデザイン2020行動計画���44

ユニバーサルデザイン2020評価会議���44

らい予防法違憲国家賠償請求訴訟���72

らい予防法による被害者の名誉回復及び追

悼の日���������������73

拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害

問題への対処に関する法律（北朝鮮人権

法）���������������� 85

リベンジポルノ�������� 82, 127
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料霊感商法等対応ダイヤル�������40

「令和の日本型学校教育」の構築を目指し

て～全ての子供たちの可能性を引き出

す、個別最適な学びと、協働的な学びの

実現～（答申）����������� 63

老人週間��������������41

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇

用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律（労働施策総合推進法）�� 42, 43, 92, 

100

ワンストップ支援センター（性犯罪・性暴

力被害者のためのワンストップ支援セン

ター）��������������� 20

AV出演被害��������� 21, 32, 111

AV出演被害防止・救済法（性をめぐる個

人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資

するために性行為映像制作物への出演に

係る被害の防止を図り及び出演者の救済

に資するための出演契約等に関する特則

等に関する法律）��������  21, 32

Cure time（キュアタイム）������ 20

DV（ドメスティックバイオレンス） 

������ 18, 20, 21, 103, 105, 116, 119

DV相談ナビ「#8008（はれれば）」�� 20, 21

DV相談プラス���������� 20, 21

ｅ-ネットキャラバン��������� 82

HIV（ヒト免疫不全ウイルス）���  67, 71,  

118

LGBT������������� 92, 118

Ｍｙじんけん宣言������ 91, 98, 99

Ｍｙじんけん宣言・性的マイノリティ編 

������������������91

SDGs（持続可能な開発目標）���� 96, 98

SNS（等）を活用した（人権）相談体制 

���������������� 27, 35
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#No Heart No SNS（ハートがなけりゃ

SNSじゃない！）���������� 84

#広がれありがとうの輪��������70

#
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